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最近では、日本での少子高齢化による中長期的

な国内市場の伸び悩みなどを見越して、大企業か

ら中小企業まで多くの日本企業が将来の成長ドラ

イバーとして海外市場への進出を進めています。

こうした海外市場への進出の形態も、90年代から

2000年代は、アジアを中心とした新興国における

日本と比較した低い平均賃金によるコストメリッ

トを享受することを目的とした海外拠点での生産

というビジネスモデルが主流でしたが、近年のア

ジア諸国の所得水準の上昇による購買力向上を受

けて、海外拠点が現地マーケットへの販売拠点と

して位置づけられるようになってきています。そ

のため、現地法人は単なる海外工場ではなく、貿

易、資金調達、マーケティングなど多くのマネジ

メント機能を持つ海外拠点である必要が出てきて

います。 

こうした背景のもと、海外子会社でのビジネス

はどんどん拡大をしていく一方で、日本企業は欧

米企業のようなマニュアルを活用した統一的な子

会社管理をあまり得意としていないため、実際に

は海外子会社に駐在した日本人の方の管理能力や

管理業務の経験値、リテラシーなどに依存したレ

ベルになっていることが少なくないと思います。

また、駐在している日本人の方のこれまでの職歴

として営業や生産技術などの方が少なくないため、

現地法人の管理面（会計税務、総務、労務など）

はナショナルスタッフの課長さんにほぼ任せきり

になっているケースも多く、そうしますと日本本

社からナショナルスタッフ課長さんに日本的な管

理について十分な指導をしなければ、ローカルル

ール（あるいは、その課長さんのマイルール）で

管理処理を行っている可能性が高いです。 

海外で事業展開する日本企業からは、海外子会

社の管理状況は良く分からないので客観的にチェ

ックしたい、海外子会社での不正を防止したい、

M&A（あるいは一部出資）でローカル企業を子会社

化したので日本の子会社として管理状況を見直し

（レベルアップ）したい、といった海外子会社管

理に関する相談が最近多くなっています。これは、

日本国内の子会社と異なり、海外子会社の場合は、

本社管理部門としても各国の現地法制度を理解し

たり、現地言語をマスターして直接現地のナショ

ナルスタッフとコミュニケーションを取ったりす

ることに難しさがあります。そのため、現地に指

導や往査に行っても現地のナショナルスタッフに

「〇〇国では日本とは違ってこういう処理をする

んです」と言われて、現地の管理の習慣も分から

ないため、反論が出来ないという場合が少なくあ

りません。 

海外子会社の管理状況の見直しを進める場合、

見直し後の管理状況のレベルをどこまで引き上げ

るか、特にどういった項目で管理レベルを引き上

げるか（優先順位）、管理状況を見直す目的は何か、

など目指すべき管理レベルや管理ポイントは各社

ごとに異なります。これは、業種や歴史、拠点網

などはもちろん、株主構成や経営者（特にオーナ

ー）の考え方にも大きく依存するテーマだからで

す。したがって、海外子会社の管理状況を見直す

場合には、日本親会社で行っている管理ノウハウ

を現地の管理習慣や法制度を見ながらうまくアレ

ンジして海外子会社に適用させていく、という方

法が基本となります。いくら、外部専門家がある

べき管理手法をコンサルティングしたとしても、

その後実際に管理運用を行っていくのは自社であ

って、グループ内で親会社もやっていない（出来

ていない）管理を子会社に適用し、定着させるの

は極めて難しいと言えます。たとえば、海外子会

社の原価管理を見直そうという場合、基本的には

親会社と海外子会社は同業種で、似た業務プロセ

スだと思われますので、親会社で実施している原

価管理ノウハウを海外子会社にも移植展開してい

くのがスムーズなやり方だと考えられます。ここ

親亀と子亀 

太陽グラントソントン 

パートナー 公認会計士 美谷 昇一郎氏 
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では、日本親会社の方々に中心になって頂き、現

地子会社の状況把握をして頂いたり、ナショナル

スタッフを指導して頂くことになります。一方で

外部専門家は、日本で親会社が実施している管理

ノウハウを現地の実情にうまく落とし込んでいく

お手伝いをすることになります。 

 こういうお話を日本親会社の管理部門の方と

しますと、「日本本社の管理部門も人員が足らずに

日程業務をやっと回しており、海外子会社の管理

の重要性はよく分かっているが、指導をじっくり

やっている時間がない」とのお話をよく聞きます。

ある会社様では、日本本社の経理セクションに 5

名おられる中で、上記コメントのように日程業務

で相当な時間がかかっておられ、5 名の業務量は

ほぼいっぱいでした。そこで、5 名の業務内容を

それぞれ細かく棚卸した上で、比較的判断を必要

としない管理業務から外部の会計サポート会社に

アウトソーシングすることを検討しています。こ

れにより、2 名分ほどの業務時間の空きを生み出

す予定で、その空きで5名のうち、上席の方1名

を海外子会社管理見直しに多く時間を割いて頂く

ように考えておられます。それと同時に、経理業

務の業務標準化にも取り組まれていて、重複して

いる帳票の整理や、手計算しているデータのシス

テム化などを進めておられます。 

 海外子会社の管理をきちんと実施することは、

日本親会社の管理責任の一部であることは言うま

でもありませんが、海外子会社の管理状況の見直

しを考える際に、日本親会社の管理状況はどこま

でどうなっているか、海外子会社の管理指導を行

う主体は日本親会社であるため、親会社の管理セ

クションの人的リソースをどこまで工夫して確保

できるか、という点は重要なポイントになるかと

思います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

太陽グラントソントン（グラントソントン加盟事務所） 

グラントソントンは、世界 130 カ国以上・700 以上の拠点を有する国際会計事務所ネットワークです。 

太陽グラントソントン（太陽有限責任監査法人、太陽グラントソントン税理士法人、太陽グラントソントン・アドバイザーズ株式会社） 

が、グラントソントンの日本メンバーとして、国際水準の監査の他、会計、税務、企業経営全般のコンサルティングサービスをご 

提供しております。 

【国 内 拠 点】 本部・東京事務所、大阪事務所、神戸オフィス、名古屋事務所、北陸事務所、福井オフィス、富山オフィス 
【ジャパンデスク】 中国（北京、上海、広州/香港）、インド、インドネシア、シンガポール、タイ、台湾、フィリピン、マレーシア、 

ベトナム（ホーチミン、ハノイ）、オーストラリア、米国(シカゴ、ニューヨーク、アーバイン）、メキシコ、英国。 

詳細は太陽グラントソントン Web サイトをご覧ください。http://www.grantthornton.jp 
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今回はシンガポールの最新情報をお届けいたし

ます。是非、お読みいただけますと幸いです。 

 

【メルデカ世代政策（Merdeka 
Generation Package）とは？】 
日本でも「団塊の世代」と呼ばれる時代（1947

年～1949年）に生まれた方々が定年を迎え、急

激に売り手市場に転じた経緯がありますが、シン

ガポールにも同じような集団的概念が存在しま

す。 

1949年以前に生まれた人たちをパイオニア世

代（Pioneer Generation）というのに対して、1950

年～1959年末に生まれた世代をメルデカ世代

（Merdeka Generation）といいます。 

2019年には60歳～69歳に達するこの世代は、

再雇用が義務化される67歳を超え、高い確率で

職業収入がなくなりますが、医療費は年々高まり、

生活が困難になるリスクを抱えています。 

そこで、政府が2019年の予算案で発表した援

助政策が、メルデカ世代政策です。 

 

１．対象 

この法案が対象とするのは、上記メルデカ世代

（1950年～1959年末までの生まれ）のシンガポ

ール人と、それ以前に生まれたパイオニア世代で、

「パイオニア世代政策」の恩恵を受けていないシ

ンガポール人です。 

もともと国籍が違う場合には、1996年末まで

にシンガポール国籍を得ている必要があり、それ

以降に国籍を取得した方は対象外です。 

対象者には、2019年4月までに書面で政府か

らの通知が来ます。 

 

２．援助内容 

最初の支援は商品券の形で届けられる、

PAssion Silver Cardのトップアップです。すで

に60歳に達している方には2019年6月以降に、

今年60歳という方にはその誕生月に、PAssion 

Silver Cardの招待状が届けられ、一回きりです

が、S$100チャージされます。 

このPAssion Silver Cardでは、公共交通機関

の利用に加え、各種公共施設やいくつかの店舗で

買い物など支払いができるため、S$100でも利用

する場面は多くなると見込まれます。 

次に、医療機関の支払いに使えるMediSaveに

ついて、毎年S$200トップアップされる形で援助

されます。 

こちらは当面の運用ということで、2019年～

2023 年の期間に支払われることになっています。 

特定の医療機関については「CHAS支援金」と

いう名前で、総合病院や専門外来の医療費が25%

安くなる制度も導入されることになっています。 

障害医療保険であるMediShield Lifeや

CareShield Life（2021年から加入可能）につい

ても援助があります。 

前者は保険料を5％（76歳以上は10%）割引と

することで、後者は従前のインセンティブと合わ

せてS$4,000キャッシュバックすることで、加入

を促す動きがあります。 

おおむね500,000人のシンガポール人が該当

するというメルデカ世代、世界に先駆けた安心の

暮らしを提供するため、政府の模索が続いていま

す。 

 

【シンガポールの AIタスクフォースにつ
いて】 
先月2019年2月の予算審議の中で、シンガポ

ールが推進すべきAI関連の国家事業について、

以下のようにまとめられています。 

 

 

新興国ニュース 

第２５回 

シンガポール最新ビジネス情報 

株式会社東京コンサルティングファーム 
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１．国民デジタル認証関連 

個人識別（Identity）をデジタルに行うための

技術革新としては、以下のようなプロジェクトが

動いています。 

・SingPass Mobile：すでに実用化されている政

府機関のサービス利用時のログインサービスで

すが、公官庁のサービスだけでなく、一部金融な

ど民営のサービスについても、同じパスワードで

一括管理できるように統合していく動きが出て

きています。 

 

・MyInfo：個人のプロファイルを登録できるサ

ービスとして開始されたMyInfoですが、上記

SingPass Mobileへの統合、MyInfo Businessの

開始により、145の公官庁サービスと155の民営

サービスへのアクセスが可能になる予定です。 

 

・電子署名サービス：ペーパーレス化の試みと

して、オンラインで署名を行うシステムが来年

2020年以降一般化されていく予定です。 

 

・国民デジタル認証：指紋データの取り扱いな

ど、2022年には包括的に個人データが取り扱わ

れるようになる予定で、広く個人の認証に用いら

れることになりそうです。 

 

２．電子決済関連 

ホーカーセンターなどに設置されて行ってい

る「Ｅペイメント」と呼ばれる各種電子決済の方

法が、ますます拡充されていく予定です。 

・支払いサービス法案：新規法令として、電子決

済の規則が定められる予定です。 

 

・公共交通機関における銀行カード払い：現在

プリペイドカードによる決済が一般的なMRT、バ

スなどでも、タクシーと同様に銀行カードでの決

済ができるように整備される予定です。 

 

・統合型POS端末の設置：約50,000ものPOS端

末が、様々な決済方法をひとまとめにした形で全

国に取り付けられる予定です。 

 

・非銀行FASTアクセス：銀行機関で一般的なFAST

決済について、アクセス条件が変更になる予定で

す。 

 

３．スマートシティー関連 

セキュリティーのために設置される監視カメ

ラにも、IoTの技術が着々と取り入れられて行っ

ています。 

・街灯試験導入：One-NorthとGeylangで、街灯

の上に設置した監視カメラで、市民の行動からデ

ータを採取する試験運用が始まります。 

 

・データ公開：2022年には、収集されたデータ

が各産業の企業に一般公開される予定です。 

 

４．スマートモビリティー関連 

公共交通には、タクシーアプリ会社のGrabな

どの協力の下、以下のような革新が図られていま

す。 

・オンデマンド公共バス：主に通勤に利用され

る場合を想定し、指定した場所から指定した場所

への移動を希望していることをアプリで入力す

れば、オンデマンドでピックアップして移動して

くれるサービスが導入される予定です。 

 

・ハンドフリー決済：乗り降りの際にミスする

ことの多いカード読み取り機器について、RFID

（電磁波での認証技術）やブルートゥース搭載の

スマートフォンによる認証を行うことにより、読

み取り不要の自動決済になる予定です。 

 

５．ライフイベント関連 

学校や病院とも協力した、行政サービスの簡略

化が企図されています。 
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・出生登録：Moments of Lifeのアプリにより、

私立の病院でも出産と同時に出生登録がされる

ようになる予定です。 

 

・保護者承諾：学校行事への参加の可否を問う

連絡が、アプリによって各児童の保護者に送られ、

返信すれば承諾を伝えることができるシステム

が導入される予定です。 

 

・老後の情報管理：活動的に老後を過ごすため

の情報はもちろん、アプリを通して個人とそのケ

アを行う人間に、最期の時をどう迎えるべきかと

いう、重要な情報も発信されるようになります。 

 

６．その他 

公官庁のシステムを機関間で共有し、サービス

のクラウド化を行う試みが検討されています。 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社東京コンサルティングファーム 

インド・中国・香港・ASEAN・中東・アフリカ・

ラテンアメリカなど世界27か国に拠点を有し、

各国への進出や進出後の事業運営についてトー

タルサポートを行っている 

また、新興国投資に対応したデータベース

「Wiki-Investment」を提供し、30 カ国の投資

環境や会社法、税務、労務、M&A実務といった

内容を掲載 

（URL http://wiki-investment.com/） 

 

さらに「海外投資の赤本」シリーズとして、

インド・中国・東南アジア各国・メキシコ・ブ

ラジルなどの投資環境、拠点設立、M&A、会社法、

会計税務、人事労務などの情報を網羅的かつ分

かりやすく解説した書籍を出版している 

 問合先： f-info@kuno-cpa.co.jp 
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前回まで、アジアに海外統

括拠点を置く場合の重要な

視点についてご説明してき

ました。 

実際に、アジアに統括会社

を置く場合にまず候補に上

がるのは、香港、シンガポー

ルですが、近年はタイ、マレ

ーシアに統括会社を置くケ

ースも見られます。 

各国の特徴を簡単にまと

めると、右表のとおりです。 

税率や優遇制度の有無は

もちろん重要ですが、地域統

括会社にとっては「環境変化

に柔軟に対応できるか」が非常に重要な要素となりますので、地理的な条件やオペレーションコスト、

政治的背景などの留意事項も加味して検討する必要があります。 

注：執筆内容はポイントが分かりやすいように原則的制度を中心にご説明したものであり、例外規定などを網羅する
ものではありません。 
 

 

 

 

アジアにおける地域統括会社の活用 

みらいコンサルティング株式会社 

本社：〒104-0031 東京都中央区京橋2－2－1  

京橋エドグラン19階 

拠点：国内9拠点 海外14拠点 

TEL：03-6281-9810(代)  

FAX：03-5255-9811 

https://www.miraic.jp/ 

Mail：t-matsumoto@miraic.jp 

-------------------------------------------- 

1987年創業。従業員数約200名（海外拠点を含む）。 

日本国内に9拠点、海外(中国・マレーシア・ベトナム）5拠点に加え、ASEANにジャパンデスク10拠点を

有する。公認会計士・税理士・社労士・ビジネスコンサルタントが一体となる「チームコンサルティング」

により、中小中堅企業のビジネス展開を、経営者目線から総合的にサポート。株式上場支援、働き方改革

の推進、組織人材開発、企業を強くする事業承継やM&A、国際ビジネスサポート等で多数の支援実績がある。 
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社内に外国人社員や技能実習生、研修生などを

雇用あるいは受け入れされている企業の方々で、

「日本語力を伸ばしたい」というご要望がありま

す。こうしたときにご活用いただけるAOTS日本語 

研修をご紹介いたします。 

 

１．AOTSの日本語研修 
 AOTSはこれまで170ヵ国以上の海外からの研修

生等に対し、業務に必要となる基礎的な日本語会

話ができるよう日本語研修を創立以来 60 年間に

渡り行ってきています。企業内での研修現場や日

常生活で必要とされる日本語力向上を目的とした、

コミュニケーション重視・短期集中型の実践的な

教育を強みとしています。現在は、看護介護や外

国人社員などにも教育の場を広げています。AOTS

の日本語研修は以下のような特徴があげられます。 

1) 短期集中の学習 

研修生が、企業での実地研修前の限られた

期間で必要な日本語を習得するため、短期集

中かつ効率的に学習を進めます。 

2) 口頭練習を通じて話す・聞く能力を養成する教

授法 

徹底して口頭練習を行う教授法で「話す」

「聞く」能力を習得します。 

3) 産業人材に特化した日本語研修コンテンツ 

一般の初級教科書では扱われることの少な

い「品質」「仕様」「お客様」といった産業人

材に共通して必要なことばや、「指示の確認」

「業務の相談」等の場面を取り上げた学習活

動を取り入れ、すぐに現場で役立つ日本語研

修を実施しています。 

4) 実践的なカリキュラム 

実社会で使えるコミュニケーション力をつ

けるため、教科書学習だけでなく、地域住民

との会話練習やフィールドワークといった教

室外の活動を取り入れています。 

 

２．AOTS日本語研修のメニュー 
高度外国人材を対象にした日本語研修メニュ

ーは以下の通りです。 

 (1)「外国人社員ビギナーズ日本語研修」（オー

プンコース） 

主に初級レベルを対象とした 6 週間のオ

ープンコースです。AOTS の研修センターで

企画・実施を行い、参加者を公募しています。

日本の企業に就職や転勤などされる外国人

社員や海外現地社員を主な対象としていま

す。「話す」「聞く」能力を優先して基礎的な

日本語コミュニケーション力を高めていき

ます。また日本で働くために必要なビジネス

文化や日本社会・生活知識を習得します。参

加者は研修センターに宿泊することができ

ます。 

 (2)個別法人向け日本語研修 

個別企業のご要望に応じ、研修内容をカス

タマイズして実施します。受講者数、実施場

所、研修内容、期間等についてお客様のご要

望を伺い、最適なカリキュラムをご提案しま

す。実施形態は「研修センター実施型」「講

師訪問型」「オンライン型」の 3 つの種類が

あります。 

 (3)「短期集中日本語プログラム」 

ゴールデンウイークやお盆休暇、年末年始

の休暇期間を活用して 3～6 日間の短期集中

プログラムを AOTS の研修センターで実施し

ています。日本語力の更なる向上を目指しま

す。研修センターに宿泊することができます。 

 (4)e-learning 

自習用のインターネット教材です。仮名、

基本漢字、基礎日本語、ビジネス日本語のラ

インナップがあります。 

  

AOTS日本語研修のご紹介 

一般財団法人海外産業人材育成協会〔AOTS〕 

理事 市川 健史氏 
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以上の4項目の他に、すでに本紙2018年12月

号及び2019年1月号にて「『海外拠点の強化策』

国庫補助事業の活用事例」で紹介された経済産業

省の国庫補助事業における研修生受入事業の一般

研修の中に日本語研修が含まれています。一般研

修では、企業での実地研修で成果を挙げるため、

日本語学習に加えて、生活習慣、日本事情、 日本

企業の特徴や規律、ビジネスマナー等も講義や見

学を通して効果的に学べる内容となっています。 

 

３．利用者の声 
 AOTSの事業をご利用いただいた方からは、以下 

のような声が寄せられています。一部をご紹介い 

たします。 

 ・「研修開始前は英語でしかやりとりできなかっ

たのに、終了時には日本語でコミュニケーシ

ョンとれるようになった」（輸送機器） 

 ・「ここまで日本語力が向上したことに正直驚い

た。あとは現場での経験を通して日本語力を

向上させればよい」（化学製品） 

 ・「社内の用語集や書式を AOTS が教材化し我が

社独自の日本語研修となった。企業内研修の

導入に役立っている。」（小売業）  

・「就労中の外国人介護人材に対し、AOTS の日

本語研修を受講してもらったところ、日常の

口頭の申し送りの場面で、不足なく日本語で

情報を伝えられるようになった。」（介護施設） 

 ・「宗教的背景もあり、いきなり社寮に入るので

はなく、AOTSのような研修施設で日本の環境

に慣れてもらうことが必要。」（建設業） 

 ・「教室の外での活動が充実している。路線検索

や電車の乗り方を熟知し日本での生活に自信

がついたようだ。」（輸送機器） 
 
４．日本人向けの講座 
日本語が十分でない外国人社員等とコミュニケ

ーションを図るためにはどう対応したらよいのか。

こうした留意事項をテーマにご要望に応じて講義

をすることもしています。例えば、簡単で短い文

で話す。「うちは北千住です。駅から近いです。」

とか。また「えーとね」とかいった意味のないコ

トバを入れないとか、日常の会話で留意していく

と伝わりやすいコツを伝えるものです。さらに外

国人社員等が日本語で話をし易くしていくための

留意点や、会話のときに注意したいことなどの内

容も含めていくこともできます。 
 
５．お問い合わせ先 
外国人を対象にした日本語のことでしたら、ど

うぞお気軽に AOTS 日本語教育センターまでお問

合せください。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般財団法人海外産業人材育成協会 

AOTS総合研究所 日本語教育センター 

住所：東京都足立区千住東1-30-1 

Tel: 03-3888-8250 

Email:thank.jltc-be@aots.jp 

https://nihongo.aots.jp/ 

-------------------------------------------- 

1959年に当時の通商産業省の認可を得て設立し

た我が国初の民間ベースの技術協力機関。以来、

日本企業の海外展開支援に向けた国庫補助事業等

を通じて、世界170カ国・地域における産業界の

技術者や管理者39万人の研修、並びに日本人専門

家9,200人の海外派遣を行なってきている。 

-------------------------------------------- 

理事 市川健史 

AOTSに入職後、民間企業等の現地の人材育成に関

わる事業の企画、実施等の担当や総務企画部等を

経て、2017年7月から現職。 


